
議案第８１号 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２８年５月２６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市個人番号の利用に関する条例（平成２７年さいたま市条例第６０号）の

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係）

機関 事務

１ ［略］

２ ［略］

３ ［略］

４ ［略］

５ ［略］

６ 市長 さいたま市心身障害者扶養共済制

度条例（平成１４年さいたま市条

例第９５号）による心身障害者扶

養共済制度に関する事務（以下「

障害者扶養共済事務」という。）

であって規則で定めるもの

機関 事務

１ 市長 国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）による保健事業に関

する事務であって規則で定めるも

の

２ ［略］

３ ［略］

４ ［略］

５ ［略］

６ ［略］

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

機関 事務 特定個人情報

１ 市長  ［略］ 中国残留邦人等の円滑

機関 事務 特定個人情報

１ 市長  ［略］ 中国残留邦人等の円滑



な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法

律（平成６年法律第３

０号）による中国残留

邦人等支援給付若しく

は配偶者支援金の支給

に関する情報（以下「

中国残留邦人等支援給

付等関係情報」という。

）、生活保護法による

保護の実施若しくは就

労自立給付金の支給若

しくは生活保護準用事

務に関する情報（以下

「生活保護関係情報」

という。）、介護保険

法（平成９年法律第１

２３号）による保険給

付の支給、地域支援事

業の実施若しくは保険

料の徴収に関する情報

（以下「介護保険給付

等関係情報」という。

）、国民健康保険法（

昭和３３年法律第１９

２号）若しくは高齢者

の医療の確保に関する

法律（昭和５７年法律

第８０号）による医療

費に関する給付の支給

若しくは保険料の徴収

に関する情報（以下「

医療保険給付関係情報

」という。）、さいた

ま市国民健康保険税条

例（平成１４年さいた

ま市条例第２８号）に

よる国民健康保険税の

賦課徴収に関する情報、

身体障害者福祉法（昭

和２４年法律第２８３

号）による身体障害者

手帳若しくは精神保健

及び精神障害者福祉に

関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）に

よる精神障害者保健福

祉手帳に関する情報（

な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法

律（平成６年法律第３

０号）による中国残留

邦人等支援給付若しく

は配偶者支援金の支給

に関する情報（以下「

中国残留邦人等支援給

付等関係情報」という。

）、生活保護法による

保護の実施若しくは就

労自立給付金の支給若

しくは生活保護準用事

務に関する情報（以下

「生活保護関係情報」

という。）、介護保険

法（平成９年法律第１

２３号）による保険給

付の支給、地域支援事

業の実施若しくは保険

料の徴収に関する情報

（以下「介護保険給付

等関係情報」という。

）、国民健康保険法若

しくは高齢者の医療の

確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０号

）による医療費に関す

る給付の支給若しくは

保険料の徴収に関する

情報（以下「医療保険

給付関係情報」という。

）、さいたま市国民健

康保険税条例（平成１

４年さいたま市条例第

２８号）による国民健

康保険税の賦課徴収に

関する情報、身体障害

者福祉法（昭和２４年

法律第２８３号）によ

る身体障害者手帳若し

くは精神保健及び精神

障害者福祉に関する法

律（昭和２５年法律第

１２３号）による精神

障害者保健福祉手帳に

関する情報（以下「障

害者関係情報」という。



以下「障害者関係情報

」という。）又は児童

福祉法（昭和２２年法

律第１６４号）による

養育里親の登録に関す

る情報であって規則で

定めるもの

２～１８ ［略］

１９ 市長 精神保健

及び精神

障害者福

祉に関す

る法律に

よる費用

の徴収に

関する事

務であっ

て規則で

定めるも

の

生活保護関係情報又は

地方税関係情報であっ

て規則で定めるもの

２０～２８ ［略］

２９ 市長 障害者扶

養共済事

務であっ

て規則で

定めるも

の

中国残留邦人等支援給

付等関係情報、生活保

護関係情報又は地方税

関係情報であって規則

で定めるもの

）又は児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４

号）による養育里親の

登録に関する情報であ

って規則で定めるもの

２～１８ ［略］

１９ 市長 精神保健

及び精神

障害者福

祉に関す

る法律に

よる入院

措置又は

費用の徴

収に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの

生活保護関係情報、介

護保険給付等関係情報、

医療保険給付関係情報、

障害者関係情報、自立

支援給付関係情報又は

地方税関係情報であっ

て規則で定めるもの

２０～２８ ［略］

附 則 

この条例は、平成２８年７月１日から施行する。ただし、別表第１第１項を削り、

第２項を第１項とし、第３項から第６項までを１項ずつ繰り上げる改正並びに別表第

２第１項及び第１９項の改正は、公布の日から施行する。 


